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前回定例会（平成２４年１１月７日）以降の主な動き

平成２４年１２月５日

資源エネルギー庁
柏崎刈羽地域担当官事務所

原子力・エネルギー政策の見直し等

 革新的エネルギー・環境戦略（事務局は内閣官房国家戦略室）
【１１月２７日】第 17回エネルギー・環境会議

・革新的エネルギー・環境戦略の進捗状況について

 エネルギー基本計画（エネルギー政策基本法に基づく。事務局は経済産業省
資源エネルギー庁）

【１１月１４日】総合資源エネルギー調査会第 33回基本問題委員会
・革新的エネルギー・環境戦略の進め方

電力システム改革戦略（事務局は経済産業省）
【１１月 ７日】総合資源エネルギー調査会総合部会第 9 回電力システム改革

専門委員会
【１２月 ６日】総合資源エネルギー調査会総合部会第 10回電力システム改革

専門委員会（予定）

原子力委員会見直しのための有識者会議（事務局は内閣官房）

【１１月１３日】第 3回会議
【１１月２２日】第 4回会議

【１２月 ４日】第 5回会議

科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会 原子力科学技術委員会 もんじゅ

研究計画作業部会（事務局は文部科学省）
【１１月 ８日】第 2回部会

【１１月２１日】第 3回部会
【１１月３０日】第 4回部会

（参考）委員名簿

主査 山名 元 京都大学原子炉実験所教授

主査代理 稲田 文夫 一般財団法人電力中央研究所原子力技術研究所副所長

大島 まり 東京大学大学院情報学環・生産技術研究所教授

笠原 直人 東京大学大学院工学系研究科教授

北田 孝典 大阪大学工学研究科准教授

黒崎 健 大阪大学工学研究科准教授

永井 康介 東北大学金属材料研究所教授

村上 朋子 財団法人日本エネルギー経済研究所戦略研究ユニット原子力グ

ループマネージャー

山口 彰 大阪大学大学院工学研究科教授
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その他

【１１月２６日】経済産業大臣から都道府県知事あて使用済核燃料対策協議会
の案内の発出

（参考）

・趣旨

中間貯蔵や最終処分をはじめとする使用済核燃料対策について、国が関連自治体や電力

消費地域と相互理解の醸成を図り、協議をする場として、「使用済核燃料対策協議会」

を設置する。

・構成員

会議の構成員は次のとおりとする。なお、必要に応じてその他の者の参加を求める。

経済産業大臣

文部科学大臣

原子力発電所の立地する道県知事の内、参加を希望する者

電力消費地域の都道府県知事の内、参加を希望する者

電気事業連合会会長

日本原子力研究開発機構理事長

原子力発電環境整備機構理事長

【１１月２９日】原子力委員会が「今後の高レベル放射性廃棄物の地層処分に係

る取組について（見解案）」に対する意見の募集（１２月１０日まで）
（参考）概要

原子力委員会は、平成２２年９月７日付「高レベル放射性廃棄物の処分に関する取組に

ついて（依頼）」により、日本学術会議に対し、高レベル放射性廃棄物の処分の取組にお

ける国民に対する説明や情報提供の在り方についての提言を依頼しました。これに対し、

日本学術会議より、平成２４年９月１１日付「高レベル放射性廃棄物の処分に関する取組

みについて（回答）」をもって、種々の提言を内容とする回答がありました。

原子力委員会は、これまでに高レベル放射性廃棄物の処分に係る議論・評価・批判に携

わってこられた有識者から見解・意見を伺い、革新的エネルギー・環境戦略も踏まえて、

同回答を総合的に検討しました。その結果、今後の原子力発電の在り方に関係なく必要な

高レベル放射性廃棄物の処分に関する取組を着実に進める上で、政府、関係行政機関及び

実施主体が留意すべき重要な点を「今後の高レベル放射性廃棄物の地層処分に係る取組に

ついて（見解案）」として取りまとめました。

つきましては、広く国民の皆様から御意見を伺いたく、以下の要領で意見の募集をいた

します。率直な御意見をお寄せください。

【１２月 ５日】原子力委員会が「今後の原子力研究開発の在り方について（見解
案）」に対する意見の募集（１２月１１日まで）

（参考）概要

原子力委員会は、これまでの原子力研究開発に関して、「将来におけるエネルギー資源

を確保し、学術の進歩と産業の振興とを図り、もって人類社会の福祉と国民生活の水準向

上とに寄与すること」を目的に、基礎研究から実用化された技術の高度化を目指す研究開

発までの各段階にある原子炉や放射線等の利用に関する様々な研究開発課題に対し、研究

開発機関、大学、民間事業者等が、それぞれの使命に基づき、その段階に適した役割分担

の下で取り組むことを求めてきました。
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今後とも、こうした役割分担を変える必要はありませんが、除染等の事故の後処理に係

る課題の解決が緊急に求められていることを含む革新的エネルギー・環境戦略に示された

取組の考え方を踏まえて、課題とその優先順位を全面的に見直し、これまで以上に国際協

力を有効活用してそれぞれの研究開発課題の解決に取り組むことが重要であり、その際に、

特に留意すべき重要な点を「今後の原子力研究開発の在り方について（見解案）」として

取りまとめました。

つきましては、広く国民の皆様から御意見を伺いたく、以下の要領で意見の募集をいた

します。率直な御意見をお寄せください。

（以上）
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